
 受動喫煙防止対策推進事業について 

※「受動喫煙の機会を有する者」とは過去１ヵ月間に、家庭は 
  「毎日機会あり」、それ以外は「月１回以上機会あり」の者。 
  「行かなかった」を除く。 

【現状】 
受動喫煙の機会を有する人の割合は、飲食
店（49.4％）、職場（40.1％）、行政機関（14.0
％）、医療機関（7.9％）、家庭（12.8％）となっ
ている。 

 
【課題】 
誰もが意図しない受動喫煙を防止する環境
整備が必要であり、今後の法改正があった
場合の、各関係団体・県民への周知・徹底
について具体的な連携方法等を検討が必要
である。 

基本的考え方 

受動喫煙防止対策を充実するには、国の動向を注視するとともに、以下の業務を円滑かつ確実
に遂行する必要がある。 

【想定される都道府県、保健所設置市の主な業務】 

１.地域における新制度の周知や普及啓発に伴う業務 

２.新制度における業務（指定・公示・勧告・命令・罰則等） 

＜受動喫煙防止対策の強化に向けた健康増進法の一部改正について（案）＞ 
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政省令公布 

行政指導、勧告、命令、罰則 

相談対応、 

周知・啓発 
相談対応、届出受理 

＜今後のスケジュール（案）＞※H30年度内に法改正・政省令交付があった場合を想定し、作成 

指定の申請 

喫煙室の設置等の準備、
掲示・届出等 

事業所への周知・啓発 

県民への情報発信 

・庁内関係課・関係機関等との情報共有を行い、効果
的な周知・啓発方法を検討する 
・法改正の内容理解と役割の整理 
・具体的な周知・啓発方法の検討 

庁内関係課 関係機関 

健康づくり推進課 法改正の内容理解 
役割の整理 
周知方法の検討 周知方法の検討 

所管課との調整 

事業所への周知・啓発 
県民への情報発信（インターネット、広報紙等） 

資料５ 

 望まない受動喫煙の防止を図るため、屋内において、受動喫煙にさらさ
れることのないようにする。 
第１ 「望まない受動喫煙」をなくす 
第２ 受動喫煙による健康影響が大きい子ども、患者等に特に配慮 
第３ 施設の累計・場所ごとに対策を実施 

法整備の概要 

施  設 禁煙の状況 要  件 

Ａ 医療機関 
小中高、大学等 
行政機関 

敷地内禁煙 屋外に必要な措置がとられた場所におい
て喫煙場所の設置可 

Ｂ 上記以外の施設（事務所、
飲食店、ホテル等） 

屋内原則禁煙 喫煙専用室の設置可（標識の掲示義務） 

加熱式たばこ専用の喫煙室（※経過措
置） 

既存の小規模の飲食店 喫煙可 喫煙可（標識の掲示義務） 
（※経過措置） 

・私的な空間は適用除外（住宅、旅館・ホテルの客室等） 
・２０歳未満（客・従業員）の喫煙専用室への立入禁止 
・東京オリンピック・パラリンピックまでに段階的に施行 

法案提出 



周知・啓発用のリーフレットの配布 

庁内調整会議（３回/年） 
法改正の内容理解、相談対応等の役割の整理、周知・啓発

方法の検討 

○事業所１万５,０００箇所に対し、リー
フレットを個 
    別送付。法改正の周知を図る。（事
業者委託） 

１.受動喫煙防止対策の普及啓発にかかる庁内連絡会議（３回/年） 
 
【庁内関係課】 
・各施設を所管する庁内関係課と法改正等の情報共有を行い、周知・啓発にかかる 
 役割の検討。 

○医師会や薬剤師会等を通じて、県
民への周知・啓 
    発について協力を得る。 

周知・啓発用リーフレットの配布 

医療機関、保険薬局 

受動喫煙防止対策にかかる法改正の
周知・啓発 

２.市町村・関係機関との協力・連携による県民・事業所等への 
    周知・啓発の実施 

 ① 受動喫煙防止に関するリーフレットの作成 
 ② 市町村、医療機関、薬局等へリーフレットの配布  

案 国・地方自治体の役割 

①喫煙専用室や屋外の分煙施設の整備に対し、予算や税制等による支援措置を実施 

②国民や施設の管理権原者などに対し、受動喫煙による健康影響等について国及び地
方自治体がパンフレット等の作成・配布により周知・啓発を実施。 

  ③ 事業主団体・関係者への説明会の開催（随時） 
    保健所ごとに、関係者・団体への説明を実施し、周知を図る。 
  ④ 事業所への個別相談支援（５事業所） 
   事業所に応じた受動喫煙防止対策、禁煙支援等について、個別に相談、情報発  
   信を実施。 

各事業主団体への説明会・個別相談支援 

⑤ 市町村・関係団体と協働し、世界禁煙デーやイベント等の機会を通じて、広く県民 
   に周知する。 
⑥ 情報発信 
  受動喫煙防止対策に関する情報を県ホームページ、各市町村広報等に掲載依頼。 

県民等への普及・啓発 


